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1.は じめに

戸建て住宅を対象に建築物の外装構成や材料の選択と

地域性との関係について明らかにすることを目的に全国

100都 市についてアンケー ト方式で調査を実施 した。

北海道及び東北地方については既に報告済であり,本

文は関東地方について屋根及び外壁材料に限定して,関

東地方以外の地方との比較及び各県間の比較考察を行っ

結果を報告する。

2.調 査方法と調査内容

関東地方建築士事務所協会所属の設計者を対象に,調

査用紙を送付し,必 要事項を記入後返送を受けて調査記

入用紙を回収した。調査対象都市の選定に際しては気候

区分と人口等を考慮 し,東京都を除く6県18都 市とした

(図1)。 回答用紙の回収率は50.3%で ある。

調査対象住宅は過去2年 間に設計したものとし以下の

10項目につき調査 した。(1)主構造(2)屋根材料(3)屋根形状

(4)屋根勾配(6)軒の出(6)破風板の仕上げ(7)軒樋(8)樋受け金

物間隔(8)外壁材料(10)設計上の留意点(自 由記載)

本調査は1994年から1996年にかけて実施 した。

3.調 査地の冬期気候

各地方の調査地の気候資料から冬期最低気温及び積雪

日数について全国平均と比較 して示すと図2,3の 様に

なり,関 東地方は最低気温は全国平均を,積 雪日数は平

均値を下回り,雪 の少ない地域と特徴付けられる。一方

図1関 東地方の調査対象都市

図2地 方別最低気温の比較

図3地 方別積雪日数の比較

図4県 別最低気温の比較
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図5県 別積雪日数の比較

県別 では 内陸部程 低温及 び積雪 日数が 多い傾 向にあ る。

4.調 査結 果 と考 察

4.1屋 根材料 の使 用頻度 につ いて

地 方別 の使 用状 況は瓦系60.7%,石 綿 ス レー ト47.1%

金属 板系14.2%等 で,図6は 地 方別 に瓦系使 用頻 度を示

してお り,関 東地 方は全 国的 に平均値 に近 い傾 向であ る。

県別の 瓦系材料 の使用頻 度 は図7に 示す通 りであ る。

栃木,神 奈川 は石綿 ス レー ト,金 属板 が比較 的多 く,千

葉は石綿 ス レー トの使 用頻度 が特 に高 い傾 向にあ る。

4.2外 壁 材料 の使用頻度 につい て

地方 別の使 用状況 は窯業 系サ イデ ィング47.5%,モ ル

タル下 地仕上 げ45.2%,ALC板29.0%等 であ る。これ

を地方 別 で比 較す る と,窯 業 系サ イデ ィ ングは平均以 下

他 の二者 は平 均以上 の使 用頻度 で特 にALC板 は全 国一

を示 し,県 別 では群 馬が68.3%と 高い比率 であ る。

外壁 の湿 式工法 一モル タル下地仕 上 げ等 一 と して地 方

別 に比 較す る と図8の 通 りであ り,北 海道 や東北 では乾

式工 法が特 に多 いのに対 して 関東 地方 は中位で ある。 こ

れを県別 に比較す ると図 』9の様 にな る。大 きな変動 は群

馬でマ イナス側,千 葉で プ ラス側 に各 々約10%程 あ る。

前 者は モル タル塗 りが少 な く,ALC板 の使用 の多い こ

とに よる。一方,後 者で はタ イル仕上 げが22.0%あ り,

平均値 の2倍 以 上あ るこ とに よ る。

5.む すび

1)気 候特 性は全体 的 には 全国の 中位 とみる ことがで きる。

冬 期最低 気温 は内陸部が 低 く,太 平洋沿岸 部 は比 較的高

い。凍結 融解の 重要 因子 であ る積雪 日数 も内陸部が長 く

太平洋沿 岸部 では短 い。

2)屋 根 材料 は瓦系,石 綿 ス レー トの使 用が 多 く,寒 冷積

雪地域 とは対 照的 な使用傾 向を示 してい る。

3)外 壁 材料 では モルタル等湿 式工 法が全国 平均を上 回 り

この傾 向 も寒 冷積雪 地域 とは対照 的な様相 を示 してお り

県別 では使 用材料 に特徴 的傾 向が 認め られ る。

調査 に協 力頂 いた建築事務 所各 位に謝意 を表 します。

図6地 方別瓦系葺き材料の比較

図7県 別瓦系葺き材料の比較

図8地 方別外壁湿式工法比較

図9県 別外壁湿式工法比較
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1.は じめ に

雪寒道路 法が昭 和31年 に制定 され,飛 躍 的 に雪 国

の道 路整 備 は進んだ が,過 疎化 の波 は消えてい ない。

本稿 では豪 雪地帯過疎 山村 におけ る実際の問題 点を改

善 し,具 体的 に居 住環境 を住 民 自らが 改善 して行 くた め

の基礎 資料 を得 る ことを 目的 に,新 潟 県十 日町 市下条地

区 にお いて 「環境 点検地 図」 と 「KJ法 」を組み合 わせ

た 「ワー クシ ョップ 」を行 った1)そ の 内,「道 路除雪 」

の問題 点 と理想像,解 決 の方策 につい て報 告す る。

2.ワ ー ク シ ョ ッ プ の 概 要

2.1下 条地 区の概 要

下条 地区の 中心 部 は,十 日町市 中心部の 北7.5km,

小千谷 市中心 部の南12.5kmに 位置 し,国 道117号 線

が貫通 してい る。 下条 地区は,1次 生活 圏(旧 村 単位)

を形成 し,信 濃川 に沿 って平場 が広 が り,少 し入 る と急

峻 な山地 とな り,谷 合 に小集落 が点在 してい る。

 同地 区の面積 は24.94km2,耕 地 は僅 か3.54k

 m2(田:86.2%)で 、約80%が 山林や河川 となってお

り,山 地 の道路 は地形 に沿っ て蛇行 してい る。

居住地 は標 高100～300mの 間 に位置 し,過 去30年

間の積 雪は平場 では最深 が240cm,平 均 が94cmで,

山地で はそれぞれ391cmと237cm程 度 で,日 降雪深

の最大 は,平 均で58cm,最 大は135cmに も達する。

平成7年 の国調 に よる と地 区の総人 口は4089人 で あ

るが,そ の内65歳 以上の 人 口が24.1%,75歳 以 上が11.

0%に 達 し,14歳 以下は16.5%と な ってい る。今 後益

々少 子高齢 の傾向 が顕著 とな る と予測 され てい る

2.2「 道路 除雪 問題 点検 地図」づ く り

平成9年11月27日(月)に 第1回 の ワー クシ ョッ

プ を 日本雪 工学会新 潟地 区会 と下条 地 区振 興会の共催 で

セ ンター の広 間 に地元住 民26人 に集 まって貰い,日 本

雪 工学会有 志6人 が コメンテー ター とな り,午 前10時

か ら午後5時 にか けて以 下の如 き流れで開催 した。

まず 主催者 の挨拶,主 旨説明,参 加者 の 自己紹介,日

程説 明 などを行い,次 に班 分 け とグルー プ幹事の選 出 を

行 い,下 条 地区の1/3,000の 住 宅地 図並び に文房 具

一式 を配布 して作業 を行 った。

☆ 「道 路除 雪問題 点検地 図」 の作成 要領

・歩道 除雪 路線(緑 色)
,消 パ イ路線(水 色)

・1種 路線(紺 色),2種 路線(黄 色) ,3種 路線(赤 色)

・冬期 閉鎖(黒 色) ,十 日町市道路 除雪網(橙 色)

・交通標識(赤 色 ○印) ,車 待避箇所(水 色 □印)

・雪捨 て場(黄 色△印) ,ゴ ミ集積箇 所(緑 色◇ 印)

・避難 箇所
,雪 崩危険 箇所,交 通危 険箇所,吹 き溜 ま り

箇所 な どに赤 ×印 を付 け,赤 ラベ ルに状 況 を記 入 し,

 邪魔 にな らない スペ ー スに貼 り込 み,引 き 出 し線 で結

ぶ。(以 下 同様)

・無雪道 路沿 いに 車庫 を確保 してい る場合
,そ の箇所 に

紺の サイ ンペ ンで点 を打 ち,利 用 者の家 と青 ボールペ

ンを使 い,直 線 で結 ぶ。

2.3下 条 地 区の 「道 路除雪 の理想 像」 の抽 出

平成10年3月21日(土)の 午前10時 か ら午後5時

にか けて,日 本 雪工学 会雪 国住宅 ・居住地 計画委員 会 と

下 条地 区振 興 会の共催 で,第2回 の ワー クシ ョップをセ

ンター の研 修 室を使 い開催 した。前 回 と同 じテー マにつ

いて どの よ うな形 となれ ば下条地 区 にとって理想 的か,

20人 が3班 に分かれ てブ レー ンス トー ミン グ形 式で理

想 案 を リス トア ップ した。 その後,KJ法 を用 いて整理

し,前 回 と同様 にその 結果 を参加者 全員 の前で発表 し,

討 論 を行 った。

下条 地 区にお ける 「道路整 備 の理想 像 」(表 省略:以

下 大項 目のみ示す)

無雪 の幹 線 ・支 線 ・生活道 路網の整備,降 雪強度 に対

応 した道 路雪処理 体制 の確 立,公 共 交通機 関の整備 と活

用,交 通 弱者対策,他

2.4下 条 地 区の 「道 路整備 の実現 の方 策」 の検討

第3回 は平成10年6月13日(土)の 午 前10時 か ら

午 後5時 にか けて,日 本雪工 学会新潟 地 区会 雪国住宅 ・

居 住地 計画研 究会 と下 条地 区振 興会 の共催 で,開 催 した。

セ ンターの研修 室 を使 い,前2回 の結果 を踏 まえなが ら,

16人 が3班 に分 かれ て前回 と同様 に具体化 の方策 につ

い てKJ法 を用 いて整 理 し,討 論 を行 った。

十 日町 市下条 地 区にお ける 「道路問題 の解 決手段」(表

省 略:以 下大項 目のみ 示す)

高度情報 化 と道 路整備,関 連 問題 の解 決,他2)

*1前橋工科大学*2新 潟工科大学
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3.結 果 の 考 察

3.1「 道路除 雪問題 点検 地図」 の結果 につい て

問題 点の ラベル化 と地 図への 貼 り込み を行 い,完 成 し

た下条 地区 の 「道 路除雪 問題 点 検地図 」を基 に説明 を受

け,そ の対策 等 につい て フ リーデ ィスカ ッシ ョン した。

・この地域 の道路 を担 当す る除雪車 のオペ レー ター が地

元住民 の中 にお り,市 役所 で も把握 し切 れて いない今

まで オペ レーター 自身 の頭 の中 に しか存在 していな か

った最 も正確 な道路除 雪状 況が地 図上 に示 され,道 路

除雪 の現状把握 とそれ に対 す る問題 点が 指摘 され た。

図1下 条地区除雪計画路線図(十 日町市)

写真1実 際の下条地区除雪路線図

・生 活道 路の舗 装 は殆 どされ てい るが,路 面が 凍 り4W

D車 で も急 勾配 でス リップ して 登れ ない道路 が ある。

その よ うな場 所 では仕事 に 出 られな くな るため,若 い

人は いな くなっ て しま う。

3,2下 条地 区の 「道 路整備 の理 想像」 につ いて

・ロー タ リー 除雪 車が入れ るよ うに道路 幅員 を確保 し,

堆積場 を整備 して,広 い歩道 を付 ける。

・道路 脇 に四季折 々の花 を植 え,道 路 端の ゴ ミや ドブ川

の掃 除 を し,生 活道路周 りを綺 麗 にす る。

・電柱 を地 中化 し,街 路樹 を植 えて景 観 を良 くす る。

・圃場 または信 濃川か ら流雪 溝用 として 水を確保 し,屈

曲部 を改善 して水が 流れ易 い構造 にす る。

・交通情 報の提 供 システム を確 立 し,交 通機 関の 連携 を

図 って,公 共交通 を利用 し易 くす る。

・ス クールバ ス を活 用 して 高齢者 世帯の 交通確保 を図 っ

た り,車の相 乗 り制 度の整備 を してお 互い に助 け合 う。

3.3下 条 地区の 「道路 問題 の解 決手段 」 につ いて

・音 声言語 に よるパ ソコンや電 子 メール,イ ンター ネ ッ

トのホー ムペー ジ,デ ジ タル テ レビや ケー ブルテ レビ

に よる情報 ネ ッ トワー ク を整備 し,家 にい なが ら必要

な情報 が得 られ,サ ー ビスが受 け られ るよ うにす る。

そ のた めには,地 理情報 シス テム を活 用 し,市 役 所 な

どの公的 な情報 を地図化 し,誰 で も利 用可 能にす る。

・カーナ ビを普及 させ,高 齢 ドライバ ーで も安全 に安心

して 目的 地 に辿 り着 ける よ うにす る。

・国県道 には流 雪溝 ない し消雪 パイ プの整備 や歩 道の拡

幅 整備 を行 って貰 う。

・市私道 の沿道 や宅地 の道 路沿い には住民 が協力 し,春

・夏 ・秋 に一斉 に咲 く花 を植 え,沿 道 を綺 麗 にす る。

・ゴ ミステー シ ョンの雪処 理を 当番 制 で行 い ,使 い易 く

し,綺 麗 に維 持す る。

・地方 分権問題 や環境 問題,高 齢 化 と少 子化 の問題 は,

高度情 報化及 び道 路の整備 に よって一気 に改 善 して行

ける形 で推進 す る。

4.お わ り に

幹線 道路 のみ を見て い ると驚 くほ ど広 くて立派 で あ

るが,一 歩地 区の 内部 に入 り込 む と平場 地帯 で も道 路 は

狭 く,山 地 では蛇行 し,狭 くて雪崩 の危険 もあ り,集 落

の生命 線 であ る道 路の維持 管理 は極 めて大切 で ある こと

が分 か る。 その よ うな道 路の改 善の 一方,超 高齢社 会 を

迎 える中 で,情 報 システ ムの整 備 に より,こ れ までの僻

地 の壁が克服 で き るとの展望 も描か れた。

今 後,こ の ワー クシ ョップの結果 を踏 まえ,下 条地 区

振 興会が 中心的 な役割 を果 た して行 くこ ととなるが,こ

れ まで に コメンテー ター な どと して参加 した 日本 雪工 学

会 の有志 は,深 澤大 輔,青 山清道,木 村 智博,永 井 雅人,

湯 沢昭,北 村 直樹,濱 島 良吉,野 口孝博,柳 三代治,で

あ る。今 後 も これ らの メンバー が この成 り行 きを 見守 り

続 け,具 体的 な形 で豪雪 ・過疎 ・高齢 の乗 り切 り方 につ

いて,下 条地 区住 民 と共 に考 えて行 く必要が あ る。

参 考 文 献
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1.は じめに

わ が国の高度 経済成 長 に伴 い豪雪地 帯中 山間農 村 部で

昭和40年 前後 に見 られた若年 層 の流 出 を中心 とす る過

疎化現象 は,平 成11年 現在 その世帯 主が後期 高齢者化

す るにつ れて 空き家化 が進行 し,戸 数 の減少 してい る地

区が至 る所 に 見 られ,さ らに深刻 にな りつつ ある。

昭和50年 代 頃か ら克 雪住宅 の建設 が盛ん とな り,最

近 は十 日町地 区では新設住 宅の80～90%が 高床 式や 滑

落式 ・融 雪式で建 て られ る よ うになって いる。

本 稿で は豪雪地帯 過疎高 齢農 山村 にお ける問題 点を改

善 し,具 体 的 に居住 環境 を住民 自 らが改 善 して行 くた め

の 基礎資料 を得 るこ とを 目的 に,新 潟県 十 日町市 下条地

区 におい て平成9年11月 か ら10年6月 にか けて 「環境

点検 地図」 と 「KJ法 」 を組 み合 わせた 「ワー クシ ョ ッ

プ 」 を行 った1)。 その結果 の内 「屋 根雪 処理」 を取 り上

げ,そ の 問題点 と理想像,実 現 の方策 につい て報 告す る。

2.ワ ー ク シ ョ ッ プ の 概 要

2.1 下条地 区の概要

居住 地は標 高100～300mの 間に位 置 し,過 去30年

間の積 雪は 平場 では最深 が240cm,平 均が94cmで,

山地 ではそれ ぞれ391cmと237cm程 度 とな る豪 雪地

帯で ある。

平成7年 の 国調 に よると地区の総 人 口は4089人 で,

その 内65歳 以上の 人 口が24,1%,75歳 以上が11.0

%,14 .歳以下 は16.5%と なってい る。今後 益 々少 子

高齢 の傾 向が顕 著 となる と予想 され てい る。

平場 には 山地 か ら移転 して来た人 々の高床式 の滑落 型

住宅 の建設 が見 られ,戸 数 は増加 して いるが,中 山間集

落 には空 き家が 目立 ち,廃 村直前 の集落 が点在 してい る。

2.2 「屋根 雪処 理問題 点検地 図」づ くり

平成9年11月27日(月)に 第1回 の ワー クシ ョップ

を 日本雪 工学会新 潟地 区会 と下条 地 区振 興会 の共催 でセ

ンターの広 間 に地元住 民26人 に集 まって貰 い,日 本 雪

工学 会有 志6人 が コメンテ ーター とな り,午 前10時 か

ら午後5時 にか けて以下 の如 き流れで 開催 した。

まず主催 者 の挨 拶,主 旨説 明,参 加者 の 自己紹介,日

程説 明な どを行 い,次 に班分 け とグル ープ幹事 の選 出を

行 い,下 条地 区の1/3,000の 住宅 地図並び に文房具

一 式を配布 して作 業 を行 った
。

☆ 「屋 根 雪処理問題 点検 地図」 の作 成要領

・雪 下 ろ し方 式 建物(赤 色) ,滑 落式建 物(黄 色),載

雪式 建物(紺 色),融 雪 式建物(緑 色)

・廃屋[離 村 世帯家屋](黒 色)

・流雪 溝 ・水 路 ・河川(水 色)

・高床 式住宅(右 肩 に赤色○印)
,融 雪池 の ある住 宅(左

下 に紺 色囗印)

・屋根 雪処理 の問題箇所 ・危険 箇所 に赤色 ×印を付 け
,

赤 ラベ ル に状 況 を記入 。

2.3下 条地 区の 「屋根 雪処理 の理想像 」の抽 出

平成10年3月21日(土)の 午前10時 か ら午後5時

にか けて,日 本 雪工学会 雪 国住 宅 ・居住 地計 画委 員会 と

下条地 区振興会 の共催 で,第2回 の ワー クシ ョップ をセ

ン ター の研 修室 を使い 開催 した。前回 と同 じテー マ につ

いて どの よ うな形 となれ ば下条 地区 に とって理想 的か,

20人 が3班 に分かれて ブ レー ンス トー ミング形 式 で理

想案 を リス トア ップ した。 その後,KJ法 を用い て整理

し,前 回 と同様 にその結果 を参加者 全員 の前 で発 表 し,

討論 を行 った。

下条 地 区にお け る 「屋根 雪処 理の 理想 像」(表 省 略:

以 下項 目のみ示す)

理 想的 な雪処理方 法,滑 落式住 宅,融 雪 式住宅,載 雪

式 住宅,高 床 式住宅,貯 雪式住宅,他

2.3下 条地 区 の 「屋 根雪 処理 の実 現の方策 」の検 討

第3回 は平成10年6月13日(土)の 午前10時 か ら

午 後5時 にかけ て,日 本 雪工学会新 潟地 区会 雪国住 宅 ・

居住 地計画研 究会 と下条地 区振 興会 の共催 で,開 催 した。

セ ンター の研 修室 を使 い,前2回 の結果 を踏 まえ なが ら,

16人 が3班 に分かれ て前 回 と同様 に具体化 の方策 につ

い てKJ法 を用い て整 理 し,討 論 を行 った。

下条地 区にお ける 「屋根 雪処理 の実現」 の方策 一多様

な階 層構成 に対応 した きめ細か な対策 の必要 一(表 省 略

:以 下項 目のみ示す)

土地,住 宅 更新,年 齢,家 族構成,年 間所 得,住 宅 資

金,住 宅 団地,社 会,他

*1新 潟工科大学
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3.屋 根 雪 処 理 に 関 す る 結 果 の 考 察

3.1「 屋根 雪処理点検 地 図」 の結果 につ いて

・一 見 して 目に付 く滑落 ・載 雪 ・融雪式 の克雪型 住宅 は

,予 想以 上 に少 な く,全 体の7割 にあた る家屋 が雪 下

ろ しに頼 る もの で,除 雪 の され る国道沿 いへ移転 した

家屋 で は,下 ろ した雪 の処理 にも困 って いる。

図1下 条地区の屋根雪処理方式別家屋分布

・山 あいの地 区では街場 に出 るのに生活が 不便 なため過

疎化 が進み,集 落 と しての生活機 能 を維 持 し得 る限界

の20世 帯 を割 り込 む集落 が28ヶ 所 中10ヶ 所 も存在

し,高 齢化 が進 む 中で 空 き家 が増 え生活 環境の悪 化が

進 んでい る。 そ うした集落 では,無 雪道 路沿 いへ移転

してい るが,そ の土地 に元 か ら住む住 民 との折 り合い

が うま くい かず,狭 くて道路 のない不便 な土地 しか購

入 でき なかった。 このた め克 雪型住宅 地 としての整備

が進 まず,ス プ ロール 住宅 地 とな って しまっ てい る。

・同居 してい る高齢者 が殆 どなため
,現 在,屋 根 雪下 ろ

しが出来 な くて困 ってい る世帯は,極 く僅か であ る。

・50代 の 世帯 主が 高齢化 す る頃 にな る と
,同 居 世帯 が

減 り,屋 根 雪処 理が現 在 よ りも深 刻化 す る。

・克 雪住宅 居住者 は,全 体の30%で しか な く,残 りの

70%の 世帯の克 雪住 宅化は,所 得 の面か らは難 しい。

3.2下 条地 区の 「屋 根雪処 理の理想 像」 につい て

・屋根 の上 に載せ たまま に してお ける載雪 式住宅 に して

雪処理 の経 費が かか らない方式 にす る。

・融 雪式住宅 に して屋 根 の上で融 か して水 に して流す。

融雪水 は地 下ま たは河川 に流れ る よ うにす る。 その融

雪エ ネル ギーは,太 陽熱 ない し風 と気温 を利用す るも

の とし,炭 酸ガ スを排 出す るものは避 ける。

・立 地条件 を活か し,屋 根 か ら直接 川 とか崖 に落 とし,

自然 に落 ちた雪 を処 理す る。

・貯雪 式住宅 に して
,夏 にはその雪 を冷房 に利用 した り,

雪 その ものや冷水 を利用 してエ ネルギ ーを節約す る。

3,3下 条地 区の 「屋 根 雪処 理の実 現」 につい て

・山地 か平場 に よって積 雪深 や土 地条件 が異 なるので ,

先祖 伝来 の土地 に建て 替え るか,地 区 内の 良い場所 を

探 して移 るか,自 分 の代 で家 を畳 んで しま うこととす

るか,真 剣 に考 え る。

・若 い人 で も10年 後 ・20年 後 ・30年 後 をイ メー ジ しな

が ら屋 根雪処理 方式 の選定 を行 う。

・現在 は殆 どの 世帯が独 立住宅 に住 んでい るが
,高 齢 化

し,屋 根 雪処理 を初 め とす る家 の管理 や生活 の維持 が

困難 とな るこ とが予想 され る場 合 には,ケ ア付 きの集

合 住宅 につ いて も考 えてみ る必要 があ る。

・現在 は 同居 して いて も,20年 後 にも子供 や 高齢者 は

その ままか どうか考 え,適 正な規模 の もの とす る。

・家族 の年間所 得や住 宅資金調 達能 力に応 じて
,ど の よ

うな形 の住宅 更新 とす るか 考え る。

・以上 の よ うな多様 な居 住階層構 成 に対応 した きめ細か

な対策 を自分 自身 ・家族 ・地区 な どで考 え,雪 下ろ し

か ら解 放 され た住宅 づ く りを推 進す る必要 が ある。

4.お わ り に

国 道 沿 いや 新興 住 宅地 で は克 雪 住 宅が 点 在 して い る

が,一 歩 それ か ら外れ る と老朽 化 した人力 雪下 ろ し方式

の住宅 が殆 どで ある。 改善 の進 ま ない世帯 は,高 齢 化 し

た将来 に展望 が見 出せ ず,そ の場所 に住 み続 けるか ど う

か,は っ き りしな いため と考え られ る。 具体的 な形 で後

継 ぎや嫁 の確保 が 出来 る条件 を整備 しな い と,今 後,急

速 に世 帯数 が減少 し廃 屋化 が進む危 険性 があ る。

参考文献
1)深 澤 大輔:高 齢化 社会 を迎 えた 豪雪地 帯 の雪対 策,

下条 ワー クシ ョップ報告 会資料,平 成11年3月.
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1.は じめに

巨大な構造物の建設や地下を縦横掘削をして空間を

広げている大都会とは対称に、降雪になれば生活道路

の確保することも困難な地域もある。豪雪地帯と呼ば

れる地域では、若年層の人口流出によって過疎化が進

み、残された住民が年々高齢化する傾向が続き、結果

的に高齢者社会が形成されてしまった。このように地

域では地域の存続さうも危ぶまれ深刻な問題を抱えて

いるのが原状である。新潟県東蒲原郡の三川村、鹿瀬

町、津川町および上川村の4ケ 町村は、行政区の垣根

を取り払って、共同で地域振興を促進するために、奥

阿賀振興協議会を設立してその対策を講じている。

平成9年10月1日 に磐越自動車道の全線が開通し

て沿線地域の交通量が増加する傾向示しているので、

それを単なる通過交通で終わらせるのではなく、地域

の振興に取り入れて活性化の材料として活用する考え

が浮上し、その計画の取り組みを開始した。しかし、

それには莫大な整備費が必要とされ容易に実施するわ

けには行かないのも事実である。まず、この地域の実

状を整理する必要があるので、ここでは、実態の報告

を行うこととした。

2.地 域の概況

奥阿賀地域の2町2村 は新潟県東蒲原郡に在り東は福

島県境に接している(Fig.1)。 四方を丘陵に囲ま

れた山間地で、江戸時代から明治末期までの水運時代に

会津と日本海を結ぶ物資の拠点として繁栄したが,近 年

物資の輸送が陸上交通に主導権を奪われ、材木の需要が

衰退する中で、徐々に人口の減少が進み高度経済成長期

を境に若年層人口の流出が進み、急速に高齢化社会を招

くに至った。

気候は典型的な日本海型気候で、毎年、12月 から4月

上旬まで降雪に見舞われ、平地でも1.5m以 上の積雪

に達する豪雪地帯である(Tabie 1)。

Table 1 Depthof mean maximum smowdrift

Fig.1 Position of OKUAGA District

*1前 橋市立工業短期大学建設工学科教授*2新 潟大学積雪地域災害研究センター助教授*3前 橋工科大学

建設工学科教授*4新 潟大学経済学部教授*5新 潟大学経済学部助教授
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3.人 口状況

平成7年(1995年)実 施の国勢調査では、本

地域の総人口は16,787人 で、どの町村も大幅

な人口減少の一途にある。総人口に対する65歳 以

Fig.2 Relation on the number of old aged (A)

 to population (B)

上の人口が占める割合、すなわち、高齢化率は30

%を 超えてしまい、全国平均より10年 以上も早い

テンポで高齢化が進んでいる(Fig.2参 照)。

4.自 然資源と観光客誘致の対策

離村あるいは都市への定住によって流出した人々

を呼び戻すことは現実的に不可能である。そこで、

豊かな自然資源を活用した個性的な観光およびレク

リエーションで入込者数を増やす方法がこの地域の

活性化に効果があると考えた。最近の5年 間で本地

域への観光入込数は約230万 人に達している。こ

れを季節別に大別すると、春25%、 夏26%、 秋

36%、 冬13%と 年間を通じて比較的バランスの

とれた来訪者数になっている。 「何を目的に訪れた

か」を分析したところ、温泉24%、 自然景観49

%、 その他の名所旧跡、産業観光、祭、イベント等

で27%で あることが分かった。特に、自然資源と

しての磐梯朝日国立公園飯豊地区、阿賀野川ライン

県立自然公園、および湖沼、渓谷、天然記念物等の

埋もれた観光資源が存在しているので、観光施設を

整備 して自然資源との連携を計画することで、観光

入込数の増強に力を注ぐことが本地域の活性化に期待さ

れる要因だと考えられる。自然公園(磐 梯朝日国立公、

阿賀野川ライン県立公園〉、歴史文化財(将 軍杉、麒麟

山植物群、旧会津街道石畳、吉田松陰記念碑)、 観光施

設(狐 の嫁入 り屋敷、森林科学館)、 登山 ・ハイキング

コース等無名の観光資源を有効利用すべきである。

5.ま とめ

高齢化対策はそれ単独で取扱得る問題ではない0そ の

事を念頭において観光に注目をして地域の活性化を論じ

てきた。本地域には、日本海側と太平洋側を一本で結ぶ

専用自動車道が開通し、大都市との時間的な距離が大幅

に短縮された(Fig.3)。
一本の自動車道によって、これまでとは違う異質のもの

を共有する軸となり得るように努力をすべきだと考え、

異なるものを共有することを保持することによって、本

地域のさらなる有効な振興策を模索すべきである。市町

村の枠だけでなく、県、地方の枠さえも取り払った総合

的な施策があってこそ、はじめて真の有効対策が生まれ

てくるものと信 じる次第である。

本研究は現在も継続中である。これまでに地元自治体
1の首長様にお世話になっています

。また、資料提供等で

は、奥阿賀振興協議会事務局長をはじめ多くの方々から

御協力をいただきました。紙面を借 りてここに御礼申し

上げます。

Fig.3 Position of around cities
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戸建住宅の防寒防雪技術の普及過程に関する研究

その1,北 海道における防寒防雪技術の発達と課題

Study on the spreading of the construction methods of detached houses protected against cold and snow 

 Part 1. The development of the construction methods protected against cold and snow in Hokkaido

大垣 直明*

Naoaki OHGAHI

1.は じめ に

近年 におけ る北 海道の戸 建住 宅 の発 達はめ ざま しいも

のがあ る。 ことに、寒 さに対 応 した住 宅性能(防 寒 性能)

の獲 得 はかつての わが国の住 宅に と っては未知 の性 能確

保 であ り、わが 国の近 代住宅技 術史上 で も特筆 され るべ

き成果 である。 それは,「北方 型住宅」 と して北海道 の住

宅 対策 と も一 致 し、行 政的支援 の もとで全道 で展 開す る

こ とにな るが、近年 では その成果 は東 北地方へ も伝播 さ

れて いる。本稿 は北海道 におけ る防寒 防雪技術 の発 達 と

生活 との関わ りについて ま とめ た。

2.防 寒技術 の発達 と生活

防寒 技術の発 達は一方 で生活要 求を満 たす が、他方 で

新 たな生活上 の問題点(課 題)を 発生 させ なが ら進行 し

て きた。 その具体的 な様 子を表-1に 示 してい る。

断 熱材 が挿入 され ていな い時代 には 、住 宅内部は外部

とさほ ど変 わ らな い温度 環境 であ ったので、暖房方式や

防寒工 法が住 宅の設計 に影響 を与 え ることはな く、 自由

な空 間構成の 採用が可能 であ った。

昭和40年 頃にな ると、断熱材 が開発 され挿入 され るよ

うにな り、 さ らに外 付アル ミサ ッシが導入 されて、窓面

の気 密性が 向上 した。 しか し、まだ断熱気密 性能は未熟

な 時代で あったの で、空 間構成 は大 き く拘束 され た。暖

房効率 を よ くする ために居 間 中心 型の プラ ンの採用 、一

体型 のLDK、 階段 ・便所 の玄 関ホ ールへ の設置 などで

あ る。その結 果、居 間におかれ たス トーブ1個 で1階 の

居 間と居間 に接続す る2部 屋 の暖房を可能 に したが 、こ

の こ とは従前 の住宅 に比 べ て暖房 効率 を著 し く高 めたの

で大 き く普及 す ること とな った。 しか し、台所 と居 間が

一体 で接客 時に困 る、便所 ・風 呂が非 暖房 空間 に配 置 さ

れ極 めて寒 いな どの 生活上の犠 牲を強 い られ たが 、それ

らは生活要 求 と して次 代の改善課 題 とな った。

高 断熱 ・高 気密性 能は北 国の厳 しい環境 条件 を克服 し、

住宅 全室の 暖房空 間化 と省 エネルギ ー化 を達成 した。ま

た、かっ ては タブ ー とされ た居 間への 階段 ・吹抜 けの設

置 や空間 の一 体化 も可能 にな った。 しか し、 その一 方で、

多 くの 問題 を発生 させ た。その1は 外気 との交 流 がほぼ

途絶 えるこ とによ って、湿度 を調整 した り臭気 ・ガスを

排出す るための新 たな換気装 置の設 置が必要 とな った こ

とであ る。その2は 高断熱 ・高気密 の効率 を上げ るため、

勝手 口 ・ベ ラ ンダが 消去 され 、外部へ の 出入 口が玄 関の

みにな ったこ とで ある。庭 との接続 が切れ 、生活上 の不

満が生 じてい る。 その3は 居 間に集 ま る必然性 が な くな

った ことによ って、個 室 にこ もる傾 向が現 れ始め 、家 族

のあ りよ うに問題 を生 じてい ることであ る。

3.防雪 技 術の開発 と課題

北海 道にお いて雪 対策 も重 要な課 題で あるが、 その対

応は 防寒性 能確保 よ り遅 れて いる。 雪問題 の うち、 もっ

とも大 きな問題 は敷地外 では除雪車 が置 いてい った雪 山

の処理 であ り、敷地 内で は屋 根雪の 処理 であ る。 北海道

は伝統 的に切妻屋根(鉄 板葺 き)を 採用 し、住宅 周 りに

落雪 させるのが普通 のや り方 で あ った。広 い敷地 を確保

で きる時代は それでよか ったが 、都 市化 の進展 とと もに

敷地が 狭小に な り、落雪 が隣地へ落 ちる、通行の 障害に

な る、積雪が窓面 をふ さ ぐな どの 問題が 深刻 にな って き

た。 そ うい う状況 に対応 して 開発 され た工 法 ・技術 が無

落雪屋 根 と高床式 であ る(表-2)。

無落 雪屋根の最 大の利 点は屋根雪 を住 宅周 りに落 と さ

な いこ とにあ る。筆者の試算 で は必 要除 雪量の約30%を

軽減す る ことができ る。 しか し、大 雪時 には雪下 ろ しを

しな ければな らない、雪庇 が できる、外観 が固 くな じみ

がな いな どの 問題 点を も って いる。敷地狭 小化の 中では

必要技 術だ と位 置づけ られるが 、外 観デ ザイ ンは 洗練 さ

れ る必要が ある。

4.ま とめ

住 宅の高断 熱高気密化 は快適 な温度環境 と省土 ネルギ

ー化 を獲得 したが
、一方 で居 間と庭の連続 性が切 れた こ

と、居間 に家 族が集 まる必然性 が薄 くな り個室 にこ もる

傾 向が生 じてい るな どの新 たな問題 を生 じてい る。 これ

らの解決が次 の技術 開発 の 目標とな る。

*北 海道工業 大学 ・教授 ・工博

59



表-1北 海道における戸建住宅の防寒技術の発展プロセス

表-2北 海道における戸建住宅の防雪技術の発展プロセス

注)筆 者の これまでの研 究成果か らまとめ た もの であ る。

60



第16回 日本雪 工学 大会

(1999.12)
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その2.東 北地方への防寒技術の普及とその評価

Study on the spreading of the construction methods of detached houses protected against cold and snow 

Part 2. The spreading of the construction methods protected against cold to Tohoku

○ 中 村 幸 治*1大 垣 直 明*2谷 口 尚 弘*1小 川 泰 幸

*3 Koji NAKAMURA Naoaki OHGAKI Naohiro TANIGUCHI Yasuyuki OGAWA

1.目 的 と方法

前編 では、 北海道に おけ る防寒 防雪技術 の発達 と課題

につ いて明 らか に した。本 稿で は、近年東 北地方 に も普

及 が進 んでい る高 断熱高気 密性能 の うち断 熱材 と窓 サ ッ

シの多重化 を取 り上げ、 その普及状 況 と地元 での評価 に

つ いて 明 らか にす る。

研究方 法は、普及状 況 につ いて は住 宅金融 公庫 「住宅

・建築主要 デ ータ調査 報告 」(平 成 元年度、 平成4年 度 、

平 成6年 度)を 用 いた。評価 につい ては1998年8月 に実施

した東北地方400市 町村の住 宅行政 担当者 に対す るア ン

ケ ー ト調査結 果を用 いた。調査 方法 は郵送 による配布回

収 方式 であ り、 その配 布回収 状況 を表-1に 示す 。回収

数 は229市 町村 、回 収率 は57.3%で あ った。 調査 内容は

各地 域の様式 ・材料の 採用状 況、北方 気候対応様 式や伝

統 的様式 に対 す る評価 、住宅供給 業者 の状況 、住 宅情報

な どであ る。

表-1市 町村ア ンケ ー ト票 の配布 回収状況

2.高 断熱 高気密性能 の普及 状況

東 北地方 におけ る断 熱材(天 井 、壁、 床)と 窓 サ ッシ

多重化 の普及 状況を図-1に 示 す。

断 熱材は北 海道 では 昭和40年 頃よ り挿入 が始 ま り、今

日で は天井:200mm以 上、 壁:100m田 以上 、床:100mm以 上

が通例 とな っている。 これに対 し、東北地 方は近年 断熱

材の挿入 が進行 してきて お り、北 に位置す るほ ど挿入 厚

さは厚 くな っているが、 北海 道 に比べ ると低い水 準であ

る。挿入 され る断 熱材厚 さの 中心 は天井:100mm、 壁:

青森 では100mmで あるが他 は100mmと60mmに ピークがあ る、

床:青 森では100mmと60mmに ピークがあ るが 、他 は60mmと

40mmに ピー クがあ る。

一方 、窓 の多重化(窓 サ ッシの2重 化、3重 化 、複層

ガラスの使用)は 北海道 ではすで に100%近 く達成 され

てい る。 これに対 して、東北 地方 も近年 急速 に窓サ ッシ

の多重化が 進んで お り、北 に位置す るほ ど 日本 海側 ほ ど

その採用率 が高 くな って いる。青森 県はすで に80%を 越

えてお り、断 熱材の 挿入 も含 めて、 かな りの高 断熱高気

密性 能を確保 して いる ことが わか る。 他県の窓 サ ッシ多

重化率 は秋 田61.7%、 山形53.8%、 岩 手52.9%に 対 して、

宮城35.1%、 福島25.0%は 低 い比率 とな って いる。

このよ うに、東 北地方 も戸建住 宅の高 断熱高気 密化 は

着実 に進行 してお り、 こ とに青 森県は も っとも高 い水 準

を確保 してい る。

図-1東 北地 方に おける断熱材 ・窓の多重化の普 及状況(金 融公庫 「住 宅 ・建築主要 デ ータ調査 報告」 による)・

*1北 海道工 業大学 大学院*2北 海道工 業大学 ・教授 ・工博*3(株)カ ミヤマ
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3.高 断熱高気 密性能 に対す る評価

札幌 圏 ・青 森市 ・仙台 市 ・山形市 で実施 した居住 者 ア

ンケ ー ト調査結 果(文 献2)に よ る高 断熱高気密 性能 に

対す る住 民の 評価 を図-2に 、市町村 ア ンケー トによる

行政担 当者 の評価 を表-2に 示す。

<住民>「 よい」 と評価 して いる比率 は青 森市 で79.9%、

山形市 で72.3%、 仙 台市で63.0%と 札 幌圏の数 値 とさほ

ど変 わ らず 、東 北3都 市の高 断熱高気 密性能 に対す る関

心 の高 さを表す 。図-1で 示 した断熱材 の挿入 や窓サ ッ

シの多重 化を促 進 してい る要 因の1つ と考 え られ る。

<行政担 当者>条 件付 き肯定 も含め ると、全ての 県での

評 価の高 さを みる ことが でき る(特 に省エ ネルギ ーの成

果が支持 され てい る)が 、肯定 的な評価の 中に も結露 の

問題 や換 気の 問題 に対す る疑 問点、 さらに コス トの面で

一 般化 には至 らない とい う意見 も出て いる
。ま た少数 で

はあ るが 、積極 的否定派 の意見 の中には 「本 当 に風土 に

適 して いるのか」 な どとい った疑 問が提起 されて いる。

以 下 では評価 に関す る 自由記述 の中か ら代表的 な もの

を取 り上 げ掲 載す る。

・省エネ及 び快適 性を考 える と、これか らの雪国 にはぜ

ひ活用 され るべ きであ る。(青 森県三厩村)

・東北地 方で も取 り入れ た方 がよい。(秋 田県大潟村)

・省エネ ルギー対策 と して有 効手法 であ り、今後 どん ど

ん普及 して い くと思 う。(山 形 県東根市)

・すべ ての建築物 を高断 熱高気密化 にす ることは疑問 に

思 う。(宮 城 県塩 釜市)

・高気 密 について は、現在 の在来工 法で も十 分だ と思 う。

断 熱は ある程度の 必要 充分 量で足 りる。

(宮城 県蔵 王町)

・断熱性 ・気 密性 を高め るこ とは省 エネル ギーにつなが

るの で、高断熱 高気密住 宅 につ いては今後 多 く採用 さ

れ ると思 う。 ただ し断 熱化 ・気密化 にあわ せて換気の

確 保が 必要 であ り、外の 自然の空気 を どの よ うに して

取 り入 れるかが 問題だ と思 う。 自然 の風 ・温度 を機械

に頼 らず 自然に取 り入 れ る方法が大切 だ と思 う。

(宮 城県大河 原町)

・あ ま りにも気 密す ぎて箱の 中に入 っている よ うな気が

し、気持 ちにゆ と りが持 てない。 くつ ろ ぎ感が夏 場は

ない。(秋 田県 昭和 町)

・地域 の気候 に合 った もの がよい(必 ず しも高断 熱 ・高

気密 が よい とは いえな い)。(秋 田県西 目町)

・高断 熱 につ いては 、多種多様 な方法が ある と思 われ る

が 、いずれ に して もイニ シ ャル コス トは増大す る。 し

か し、住居環 境の快適 性、結 露対策 などを考慮す れば

必要 な措置 と思わ れる。 また長期的な視野 を展望 した

場合、 エネル ギー 費の ラ ンニ ング コス トは減額す ると

図-2高 断熱高機密に対する住民の評価

表-2高 断熱高気密に対する行政担当者の評価

A)積 極的肯定

B)条 件付 き肯定

C)消 極的否定

D)積 極的否定

E)評 価できない、わからない

思 う。一 方、高気密 につ いてはい かがな ものか と思 わ

れ る。小屋 組で あれば 木材 表面 に発泡 ウ レタ ン等を 吹

き付け るこ とにな るので木材 と して収 縮 ・乾 燥を繰 り

返 す もの であ り、人体 に も何 らかの影 響を及 ぼすの で

は と考 え る。また、構造 的 にも開 口部 の制限 を受 け る

で あろ うか ら。(山 形県米沢 市)

4.ま とめ

東 北地 方 におけ る高断 熱高 気密住 宅へ の関心 は極 めて

高 く、今 後 もさ らに導入 されて い くで あろ う。一方 で、

北海道 型住宅が そのまま東北 地方 に導入 され ることに抵

抗を感 じてい る意 見 もあ り、今後 それぞれ の地域の気 候

風土 ・文 化にあ った技 術や住 宅様式 の開発 が必要 であ る

と考 えられる。
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Makoto ADACHI Naoaki OHGAKI Naohiro TANIGUCHI Yasuyuki OGAWA

1,は じめ に(目 的 と方法)

前稿 で、東 北地 方へ の高断 熱高気 密性能 の普 及状況 と

地 元の 評価 につい て明 らか に した。本 稿で は、 同様 に近

年 北海道 か ら東 北地 方へ 伝播 し普及 し始め てい る無落 雪

屋 根の普 及状 況 と、東 北地方 の住民 ・行政担 当者 に対 す

るア ンケ ー ト調査か らその評 価につ いて考察す ることを

目的 と して いる。

研究 方法 は、前稿 と同 じであ る。

「無 落雪屋 根」 とは、北海 道で広 く採用 されて いる屋

根形 態。敷地 が狭 い、金属板 ぶ きの 木造住 宅に用 いるM

型の屋 根。 勾配を1:10程 度 と し、立 ち上が りを最低 限 と

して、屋上 積雪深 を少な くす る。屋 根面 の中央近 くに急

な勾 配の横 どいを入 れ、建物 内部 に置 く縦 どい で、融雪

水 を排水す る。屋根 下天井 に十分 な断熱 層を設 け、大 き

な通 風 口で小屋裏 を外気 温に近 くし、金属 板の継 ぎ 目加

工 を入 念 にす るの が コツ。広義 には陸(水 平)屋 根 、雪

止 め屋 根 も含む。(日 本雪 工学会編 『雪氷 辞典』遠 藤明

久 によ る。 写真-1は 無 落雪屋根 の上部 か ら俯瞰 した様

子 を示 してい る。)

2.無 落雪 屋根の普 及状 況

無落雪屋 根 は、北海道 で昭和30年 代後 半に考案 され、

幾 多の失 敗を繰 り返 しなが ら昭和50年 代 半ば にほぼその

ノ ウハ ウを確立 した。札 幌市 を中心 に大 き く普及 し、一

時は50%を 越 える シェアを得 たこ と もあ る。近 年無落雪

屋根 が東北地 方へ も普 及 してい るが 、その普 及状況 を地

域 別に分析 する ため に、市 町村ア ンケ ー ト調査結果 の平

均採 用率を メ シュに落 と したのが図-1で あ る。

これを みる と、青 森県だ けが高 い採 用率 を示 してい る。

青 森県は金 融公庫調査 の平成 成元年 のデ ータでは 平均で

21.9%、 平 成7年 の デ ータでは34.4%な ってい る。市町

村 ア ンケ ー ト結 果で は、青森 市 と岩木 町が新 築住 宅の80

%を 越え て採用 され てい る。 写真-2は 最近 の青 森市 内

の新 興住宅地 の様子 を示 しているが 、札幌 のそれ と見間

違 うほ どであ る。

無落雪屋 根採用の地 理的分 布の特徴 は 南下す るほ ど、

急速 に採用 比率が急 減す るこ とで あ る。 積雪量 の少 ない

岩手県、 宮城県 、福 島県の東 部で採 用率 が低 いのは 当然

であ るが 、積雪量 の多 い秋 田県、 山形県 、福 島県の 西部

に至 って も低い数 値に とどま ってい る。

平成10年8月 に実 施 した青森市 建築指 導課 の ヒア リン

グ調査 の結 果 による と、青森市 にお ける急激 な無落雪屋

写真-1無 落雪屋根の俯瞰 写真-2青 森市内の新興住宅地の景観 図-1無 落雪屋根の普及状況

*1北 海 道工業 大学大学 院*2北 海道工業 大学 ・教授 ・工博*3(株)カ ミヤマ
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根普及 の背景 と して、56豪 雪以 降住宅の 雪対策 が行 政 ・

業者 ・住 民の重要 な関心事 とな り、 北海道へ の視察 や研

究者 の講演 招聘 などを通 じて無落雪屋 根の ノ ウハ ウを学

んだ ことに加え て、近 年の宅 地狭少化 に伴 う隣地 との ト

ラブル(隣 地 に落 雪す る)の 防止 が最 大の採 用理 由であ

る とい う。

3.無 落 雪屋根 の評価

<住民>札 幌 圏 ・青森市 ・山形市 で実施 した住居者 ア ン

ケー ト調 査結果 によ る無落 雪屋根 に対す る評価 を図-2

に示す 。

青 森市で は 「良い」 が68.2%に も達 し札幌圏 と同等の

評価 値であ るのに対 し、山形市 ではわず か20.9%に す ぎ

ず、 「良 くない」 とい う評価 も18.7%も 存在す る。 この

ことが採用率 の大 きな差 に反 映 してい る。その 背景には

降積 雪量や雪質 の違 いに加 えて、居住者 の住宅観(こ と

にデザ イ ン観)の 違 い も影響 して いる と考え られ る。

<行政担 当者>東 北地 方6県400市 町村 で実施 した行政担

当者ア ンケー ト調査 結果に よる無落雪 屋根 に対す る評価

を表-1に 示す 。

青森 県 ・秋 田県では積極 的な肯 定派 が比較 的多 いが、

岩手 県 ・山形 県 ・福島県 では非常 に少な く、宮城 県に至

って はゼ ロで ある。肯定派 が少な い4県 で積極的否 定派

が多 いのは 当然 であ るが、 肯定派 の多 い青 森県 ・秋 田県

で も否定派が少 ないわ けではな い。

ア ンケ ー トの 自由記述の 中か ら無落雪屋根 に関す る肯

定派 の評価及 び、否定派 の評価 を整理 してみ る。

・肯 定的評価 と して 、 「雪 処理労 働の軽 減」 「落雪 、転

落等 によ る事故 防止」 を上げ てい るが、 この ことは高齢

化社 会を 向か え るにあた り大変有 効で ある。 さらに、

「土地を有効 に利用す る」 「隣 地 との トラブル を回避す

る」 とい った狭小敷地 に対す るメ リッ トを上 げる もの も

み られ た。

・否定的評 価 と して 、 「排水溝 に枯れ葉 な どが詰 ま る」

「凍害及 び漏水 の恐 れ」 といった施工や 管理 上の 問題が

上げ られ てい るが 、 これは無落雪 屋根 の構造 をよ く理解

してい る意見で ある。また 、フラ ッ トな屋根形 態が作 り

出す 「貧 しい住宅 の外観デザ イ ン」 「画― 的 な街 並 み」

に対す る批判 もみ られ、伝統 的な屋根 形態 に対す る根強

い こだわ りを反映 してい る。 さらに、 「構造材 のサイズ

ア ップによ る建 設 コス トの 増大」 とい った経 済的問題 も

指摘 されてい る。

・全体 と して いえる ことは 、積雪量が 少な い地 域 または、

敷地が広 く雪処理 に問題が ない地域 では 「必要 がな い」

とい う評 価が多 い。その ため積雪量 の少な い太平洋側 の

岩手 県 ・宮城 県 ・福 島県 は 「積極 的否定」 と ともに、

図-2無 落雪屋根に対する住民の評価

表-2無 落雪屋根に対する行政担当者の評価

A)積 極的肯定

B)条 件付 き肯定

C)消 極的否定

D)積 極的否定

E)評 価できない、わからない

「評価 できな い ・わか らな い」 とい う意見 も多 くみ られ

たが、無 落雪屋根 に関す る情 報が入 って きていな いこと

を示 して いる。一方 、積雪量 の多い 日本海側 の青森県 ・

秋 田県は 無落雪屋根 の必要性 につい て一定の理解 はあ る

ものの 、地域 によ っては まだま だ否 定的 である。 また豪

雪地帯 で湿雪 である秋 田県 ・山形県 では、 「日照 時間が

短 く融雪 に時 間が かか りす ぎ る」 「雪の量 が膨 大な ため

構 造的 に不 安 である」な どの 評価が 寄せ られてい る。 ま

た、 「無 落雪屋根 は雪下 ろ しがい らない」 とい う誤 った

情 報が流 れて いた り、 「地震 が起 きて も大 丈夫なのか」

とい う意 見 もあ った。

4.ま とめ

無落雪 屋根 は北海道に おいて、そ の過程 で多 くの失敗

を重ね なが ら数10年 か けて開発 され 改良 されて きた工 法

であ る。東北地 方への普及 にあ た っては 、無落雪屋根 の

構造 や維 持管理 方法を正 しく理解す ることが重要 であ る。

その うえで、 それぞれの地域 条件 に対応 した適用 がはか

られ るべ きで ある。

無 落雪屋根 は青森県 を中心 に して普及 が進展 してい る

が 、それ以外 の地域で は普及 は進 んで いない。 それは雪

が少 な く必要 性がな いこ と、正 しく情報 が入 っていない

こと、 フラ ッ トな屋根形 態に強 い拒否意識 が存在 する こ

とな どの背景 によ って いる。
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